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全国定期借地権付住宅の供給実態調査 

 

Ⅰ．調査方法 

定期借地権付住宅の全国的な供給実態を把握するため、平成２０年１２月末日までに定

期借地権付住宅の供給実績があったと思われる２６３の事業者・団体（ＪＡ全農等）に調

査票を送付・回収し、必要に応じて電話による聞き取り調査等を実施した。 

また、公的主体（都道府県、政令指定都市、都道府県庁所在地の地方住宅供給公社、首

都圏不燃公社及び(独)都市再生機構）が土地所有者又は住宅建設者として関与した定期借

地権付住宅（以下「公的主体による定期借地権付住宅」という。）の供給実態について、

１１６の公的主体に調査票を送付・回収した。 

 

Ⅱ．調査結果のポイント 

１．全国の定期借地権付住宅は累計で７０,４９２戸 

定期借地権付住宅の供給は平成５年から始まり、平成２０年までの供給戸数は、

７０,４９２戸である。内訳は、一戸建住宅が３５,８２６戸で、マンションは（分譲及

び賃貸）が３４,６６６戸である。 

 

２．平成２０年に供給された定期借地権付住宅は６,３７３戸 

定期借地権付住宅の供給は昨年久しぶりに５,０００戸台に回復したが、今年は更に

６，３７３戸まで戸数を伸ばし定期借地権制度が創設されて以来最多となった。内訳は、

持家が１,１７０戸、賃貸が５,２０３戸である。持家では一戸建て住宅が２６８戸、分

譲マンションが９０２戸、賃貸住宅では公的主体によるものが２,８２５戸、民間事業者

によるものが２,３７８戸となっている。（公的主体による定期借地権付賃貸住宅は全て

(独)都市再生機構の民間供給支援型賃貸住宅制度（※）によるものである。） 

 

３．公的主体による定期借地権付住宅は累計で１８，１５６戸 

公的主体による定期借地権付住宅の供給は平成６年から始まり、平成２０年までの供

給戸数は、１８，１５６戸である。 

また、平成２０年に供給された公的主体による定期借地権付住宅の供給戸数は、  

２，８２８戸である。 
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定期借地権付住宅の供給実績の推移 
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Ⅲ．分析 

平成２０年に供給された定期借地権付住宅の供給戸数は、昨年から更に増加し、定期

借地権制度が創設されて以来最多となった。 

この増加は、定期借地権付賃貸住宅の供給戸数の大幅な増加によるものである。 

当該賃貸住宅の供給戸数が大幅に増加したのは、 

① （独）都市再生機構の民間供給支援型賃貸住宅制度により大区画の賃貸住宅用地

が大量に供給されたこと 

② 民間大手ハウスメーカーによる定期借地権制度を活用した賃貸アパートが大量

に供給されたこと 

によるものである。 

 
（※）「民間供給支援型賃貸住宅制度」とは、民間事業者による良質な賃貸住宅の供給促進を目的と

して（独）都市再生機構が平成１４年から開始した制度で、職住近接の魅力ある都市を形成す

るため、（独）都市再生機構が整備した敷地を定期借地権制度を利用して民間事業者に賃貸す

ることにより、民間事業者による賃貸住宅の建設・供給を支援する制度である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


